
消
しょう

費
ひ

者
し ゃ

と し て 学
ま な

ぶ こ と

消費者
しょうひしゃ

とは

契約
けいやく

にはルールがある

かしこい消費者
しょうひしゃ

になろう

皆
みな

さんは、現
げん

在
ざい

、一人
ひ と り

の消費者として 商 品
しょうひん

やサービスを 購 入
こうにゅう

して、
それらを利用しながら生活しています。 
 学校では、買

か
い物

もの
の仕

し
組
く

みや消費者の役割
やくわり

等の基本的
き ほ ん て き

な内容
ないよう

から、金
きん

銭
せん

の管
かん

理
り

、売
ばい

買
ばい

契
けい

約
やく

の仕組み、商品やサービスを選ぶために 情 報
じょうほう

を活用
することや自分や家族

か ぞ く
の「消費生活」が周

まわ
りの環

かん
境

きょう
や社会に及

およ
ぼす影

えい

響
きょう

についてなど、将来にわたって社会生活を 営
いとな

む上
うえ

で大切なことを学
まな

びます。 

成人
せいじん

になると、一人で「契約」ができるようになり、高
こう

額
がく

な商品等を購入
する契約や携

けい
帯
たい

電
でん

話
わ

の契約等が保護者
ほ ご し ゃ

の同意
ど う い

がなくてもできるようになります。 
ただし、契約には、法律 上

じょう
の責

せき
任
にん

が 伴
ともな

うため、一方的
いっぽうてき

にやめにする（取
と

り消
け

す・解
かい

除
じょ

する）ことは原
げん

則
そく

的
てき

にできません。 
 成

せい
年
ねん

年
ねん

齢
れい

の引
ひ

き下
さ

げ（18 歳から成人になること）により、今までは「未成
いま み せい

年
ねん

者
しゃ

取消権
とりけしけん

」で守
まも

られていた、18 歳や 19 歳の人が消費者トラブルに巻
ま

き込
こ

まれる心
しん

配
ぱい

があります。高等部
こうとうぶ

在 学 中
ざいがくちゅう

から契約についての決
き

まりや制度等を
よく理

り
解
かい

して、消費者トラブルに遭
あ

わないように 十
じゅう

分
ぶん

注意しましょう。 

高等部卒
そつ

業
ぎょう

後
ご

は、自分一人で商品やサービスを購入する場面
ば め ん

がたくさんある
かもしれません。正

ただ
しい金銭の管理

か ん り
（無

む
駄
だ

遣
づか

いをしない等）はもちろん、本当
ほんとう

に
自分にとって必要

ひつよう
なものであるか、商品やサービスについて聞

き
いたり調

しら
べたりし

た 情
じょう

報
ほう

が正
ただ

しいかどうか等を常
つね

に考えながら行
こう

動
どう

することが重 要
じゅうよう

です。
皆さん一人一人が「消費生活」についての知識をもち、自分で考え、行動する

ことが「かしこい消費者」になるための第一歩
だいいっぽ

です。 
購入した商品やサービスに問題

もんだい
があるなどのトラブルがあったときや、「消費

生活」について分からないことがあったときは、身
み

近
ぢか

な人や相
そう

談
だん

機
き

関
かん

等に相談し
ましょう。 

らすために 皆
み な

さんが考
かんが

えること、できること。 

消費生活相談

18 歳から成人になるということ

都立特別支援学校高等部 
主権者教育・消費者教育推進 リーフレット 

 平成 28 年６月に「公職選挙法等の一部を改正する法律」が施行され、現在は、満 18
歳以上の人に選挙権があります。 

そして、令和４年に「民法の一部を改正する法律」が施行され、成年年齢が満 20 歳か
ら満 18 歳に引き下げられることになりました。 
 成年年齢が満 20 歳から満 18 歳に引き下げられることにより、特別支援学校高等部在
学中から自らの判断で契約ができるようになります。 
 高等部生徒の皆さんは、社会の一員として生きるために必要な知識をもち、「消費者」
として正しく判断して生活を営む実践力を身に付ける必要があります。 
 保護者の皆様には、都立特別支援学校 での主権者教育と消費者教育の概要について御
理解いただき、主権者教育と消費者教育の推進に御協力をお願いいたします。 

令和２年２月 

東京都教育委員会 

～都立特別支援学校高等部生徒と保護者の皆様へ～ 

主
し ゅ

権
け ん

者
し ゃ

と し て 学
ま な

ぶ こ と

主権者
しゅけんしゃ

とは
満
まん

18歳
さい

以上
いじょう

になると選挙
せんきょ

で 投 票
とうひょう

することができます。 
 学校

がっこう
では、 係

かかり
活動
かつどう

や委員会
いいんかい

活動、模擬
も ぎ

選挙等
とう

の体験的
たいけんてき

な 学 習
がくしゅう

、また、
日本
に ほ ん

や外国
がいこく

の社会
しゃかい

生活
せいかつ

に見
み

られる様々
さまざま

な課題
か だ い

を自分
じ ぶ ん

と結
むす

び付
つ

けて 考
かんが

える学
習などをとおして、 将 来

しょうらい
の日本や自分が住

す
む地域

ち い き
の在

あ
り方

かた
を決

き
めることへ

の関
かん

心
しん

をもち、そのために必要
ひつよう

な知識
ち し き

を身
み

に付
つ

けます。 
学校
がっこう

生活
せいかつ

や 日 常
にちじょう

生活のあらゆる場面
ば め ん

で、自分の考えをもつこと、自分の
考えを 主 張

しゅちょう
できることや自分で選

えら
んだり決めたりすることを大切

たいせつ
にしてい

きましょう。 

選挙
せんきょ

運動
うんどう

にはルールがある
満 18 歳以上の人

ひと
は、有権者

ゆうけんしゃ
になるとともに、選挙運動期間内

きかんない
の選挙運動

が認
みと

められます。誰
だれ

でも自由
じ ゆ う

にできる選挙運動として、電話
で ん わ

での投票依頼
い ら い

、
街頭で出会った人などに投票を依頼することなどの他、ウェブサイト・ＳＮＳ
がいとう で あ ひと ほか

を利用
り よ う

した選挙運動も可能
か の う

です※。 
 ただし、選挙運動をする際

さい
は、公

こう
職

しょく
選挙法

ほう
等の法律

ほうりつ
や学校のルールを守

まも

る必要があることに注意
ちゅうい

しましょう。 
 満 18 歳未満の人は、一切

いっさい
の選挙運動ができません。 

投票
とうひょう

の方
ほう

法
ほう

を知ろう
障 害

しょうがい
のある方

かた
の投票を支援

し え ん
する制度

せ い ど
として、次

つぎ
のような制度があります。 

○ 「代理
だ い り

投票」…投票所
じょ

の事務
じ む

に従事
じゅうじ

する者が代筆
だいひつ

する 
  ○ 「点字

て ん じ
投票」…点字投票用

よう
の投票用紙

よ う し
や点字器

き
を使用

し よ う
する 

  ○ 「指定
し て い

病 院
びょういん

等における不在者
ふざいしゃ

投票」
…病院等への 入 院

にゅういん
・ 入 所 中

にゅうしょちゅう
の場合

ば あ い
に利用

り よ う
できる 

  ○ 「郵便
ゆうびん

等投票」…重度
じゅうど

の障害がある人が利用できる 
投票所での支援もありますので、必要に応

おう
じて活用

かつよう
しましょう。 

※注意  電子メールを利用しての選挙運動は、満 18 歳以上の有権者も含め、候補者や政党
で ん し ふく こ う ほ し ゃ せいとう

等
とう

以外の全
すべ

ての人ができません。

よりよい社会
し ゃ か い

をつくるために よりよく社会
し ゃ か い

で暮
く

投
票
箱


